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平成１３年「通信利用動向調査」の結果 

 
  

総務省では、世帯（世帯構成員等）、事業所及び企業における電気通信・放送サービスの利

用実態を把握するため、本調査を実施しました。 

このたび、調査結果の概要を取りまとめましたので、次のとおりお知らせいたします。 

なお、本調査結果の詳細は、５月下旬にインターネット（情報通信統計データベース） 

（http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/）に掲載する予定です。 
 
 
【調査方法】 

 

 世帯、事業所及び企業を対象とした本調査は、統計報告調整法に基づく承認統計として、平成２年から毎年

実施しています。（企業対象の調査については、平成５年に追加し、平成６年を除き毎年実施） 

 

 世帯調査 事業所調査 企業調査 

調査時期 平成１３年１１月１日  

対象地域 全  国 全   国 全   国 

属性範囲・ 

調査の単位

数 

20 歳以上（平成 13 年 4 月 

1 日現在）の世帯主の 

いる世帯 

常雇従業者規模 5 人以上の 

事業所（郵便、電気通信業を

除く。） 

常雇従業者規模100人以上

の企業（農業、林業、漁業及

び鉱業を除く。） 

ｻﾝﾌﾟﾙ数 6,400 世帯 5,600 事業所 3,000 企業 

有効回答数

（率） 

      3,845 世帯 

（60.1％） 

3,537 事業所 

（63.2％） 

1,783 企業 

（59.4％） 

調査事項 情報通信の利用状況 企業通信網等の状況 

対象の 

選定方法 

無作為抽出 

（都市規模を層化基準と 

した層化二段抽出） 

無作為抽出 

（業種及び常雇従業者数を 

層化基準とした系統抽出） 

無作為抽出 

（常雇従業者数を層化基準

とした系統抽出） 

調査方法 郵送による調査票の配布及び回収 

 
  
                                   連絡先：情報通信政策局総合政策課  
                                         （担当：柴山課長補佐、小林統計企画係長） 
                                          電話：（代表）０３－５２５３－５１１１ 
                                                              内線５７４４ 
                                                   （直通）０３－５２５３－５７４４ 
                                           mailto： johotsushintokei@soumu.go.jp 
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【主な調査結果】 

 
 

 ◇ 平成１３年（２００１年）末のインターネット利用者数及び人口普及率 

インターネット利用者数は対前年比８８５万人増の５，５９３万人、人口普及率は対前年比 

６．９ポイント増の４４．０％。インターネットの普及は着実に進展。 
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（注）①平成 12 年末までの数字は「通信白書（現情報通信白書）」より抜粋。 

②上記インターネット利用者数には、パソコン、携帯電話・携帯情報端末、ゲーム機・ＴＶからの利用者を含む。 
   ③平成 13 年のインターネット利用者数は、世帯主への郵送アンケート調査（世帯主に世帯構成員のインターネット利用の有無を質問）に基

づき、本調査の対象者である６歳以上人口におけるインターネット利用率（46.7％）を算出し、同利用者数（5,593万人）を推計。 
④平成13年の我が国の人口普及率（44.0％）は、本調査で推計したインターネット利用者数5,593万人を、平成13年の全人口推計値12,718

万人（国立社会保障・人口問題研究所「我が国の将来人口推計（中位推計）」）で除したものであり、全人口に対するインターネット利用者
の比率を示す。（平成12年末までのインターネット利用者数及び人口普及率は、平成１3年の調査とは異なる対象年齢（平成11年末まで
は15～69歳、平成12年末は15～79歳、平成13年末は6歳以上）の個人に対して行った郵送アンケート調査の結果を基にインターネッ
ト利用者数を推計しているため、今年度の結果と厳密な比較はできない） 

 

◇ 世帯、事業所及び企業でのインターネット普及率 

世帯普及率は６０．５％（前年比２６．５ポイント増）、事業所普及率は６８．０％（前年比 

２３．２ポイント増）と急増。企業普及率は９７．６％（前年比１．８ポイント増）とほぼ１００％に。 
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（注）「世帯普及率」とは、「自宅・その他」において、個人的な使用目的のためにパソコン、携帯電話等によりインターネットを利用している構成員がいる世帯の割合。 

 

（万人） （％） 

１ インターネットの普及状況

（％） 
（企業）

（事業所）

（世帯） 
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◇ 世帯構成員（個人）におけるインターネット利用端末の状況 

 「パソコン」からの利用が最も多く４，８９０万人。 

 「携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末」からの利用は２，５０４万人。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 世帯構成員（個人）における「パソコン」からのインターネット利用場所の状況 

「自宅・その他」からの利用者が最も多く、３，６８１万人。 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パソコンのみの利用者
2,953 万人

携帯電話・ＰＨＳ、携帯 
情報端末のみの利用者

657 万人

ゲーム機・ＴＶ等のみの 
利用者    26 万人 

ゲ ー ム 機 ・ＴＶ等からの
利用者      計 307 万人

【5.5%】

パソコンからの利用者
計 4,890 万人

【87.4%】

携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報

端末からの利用者 
計 2,504 万人 

【44.8%】 

合計 ５，５９３万人

1,676 万人 110 万人

151 万人

21 万人

自宅・その他からのみの利用者

1,221 万人

職場からのみの利用者

697 万人

学校からのみ 

の利用者 
461 万人 学 校 か ら の 利 用 者

計 1,130 万人

【23.1%】

自宅・その他からの利用者 
計 3,681 万人

【75.3%】

職場からの利用者 
計 2,716 万人 

【55.5%】 

合計 ４，８９０万人

1,843 万人 492 万人

125 万人 

52 万人

(注) 【】内は、パソコンからのインターネット利用者総数（６歳以上）に占める割合。【】の計は100 にならない。 
   また、利用者数は四捨五入を行って算出しているため、内訳の和は合計に必ずしも一致しない。 

（注）【】内は、６歳以上のインターネット利用者総数に占める割合。【】の計は100 にならない。 

また、利用者数は四捨五入を行って算出しているため、内訳の和は合計に必ずしも一致しない。 
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（参考）  
 

◇ インターネット利用者数の上位１０カ国  

  我が国のインターネット利用者数の順位は、米国に次いで世界第２位。 

 

 （注）  我が国以外のデータについてはＮＵＡ社公表資料(H14年3月現在)のもの。なお、ＮＵＡ社では、各国の調査機関等が公表しているデータを

取りまとめて同社ホームページに掲載しており、各国の調査時期・方法も異なっているため、本件比較はあくまで参考のためのもの。 

 

 

◇ インターネット人口普及率３５％以上の国及び地域 

我が国のインターネット人口普及率の順位は、世界で第１６位。 

 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注） 我が国以外のデータについてはＮＵＡ社公表資料(H14 年3 月現在)のもの。なお、ＮＵＡ社では、各国の調査機関等が公表しているデータを取

りまとめて同社ホームページに掲載しており、各国の調査時期・方法も異なっているため、本件比較はあくまで参考のためのもの。 
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◇ 自宅におけるパソコンからのインターネット接続の方法 

電話回線によるダイヤルアップが最も多く、利用者の４７．２％が使用。 

１年前と比較すると、ダイヤルアップの利用率は減少し、ブロードバンド回線が前年比８．０ 

ポイント増の１４．９％。 
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◇ 世帯における情報通信機器の保有状況 

インターネット対応型携帯電話の保有率は、対前年比１７．９ポイント増の４４．６％。 

また、パソコンは対前年比７．５ポイント増の５８．０％。 

他方、ワープロは対前年比１１．０ポイント減の３３．７％。 
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２ 世帯・世帯構成員（個人）の情報通信利用の現況

(注) 「ブロードバンド回線」：DSL、ケーブルインターネット及び光ファイバー
（光ファイバーは平成１３年からの回答項目） 

(％) 

(％) 

パソコン 

ファクシミリ 

ワープロ 

カー・ナビゲーション・ 

システム 

携帯電話 
（インターネット対応型

を含む） 

（2000 年:n=1,381  2001年n=2,151）

（n=4,443）           （n=4,098）           （n=3,657）            （n=4,278）           （n=3,845） 

 

 

インターネット対応型

携帯電話 
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◇ 世帯構成員（個人）における携帯電話・ＰＨＳの利用状況 

携帯電話・ＰＨＳの利用率は４４．５％。このうち、５８．０％がインターネット対応型の利用率。 

１３～４９歳までの世代ではインターネット対応型の利用率が非インターネット対応型の利 

用率よりも高いが、５０歳以上の世代では非インターネット対応型の利用率の方が高い。 
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◇ 世帯構成員（個人）のインターネット対応型携帯電話・ＰＨＳの利用状況 

インターネット対応型携帯電話・ＰＨＳの利用者のうち、音声通話中心の利用者は６５．４％ 

と多数を占める一方で、インターネット中心の利用者は１６．８％。 

インターネットのみ
3.2%

１０回に７～９回はインター
ネット
13.6%

１０回に４～６回はインター
ネット
17.7%

音声通話のみ
27.9%

１０回に１～３回は
インターネット

37.5%

    

＊インターネット中心の利用者割合１６．８％は「インターネットのみ」（３．２％）及び「１０回に７～９回はインターネット」（１３．６％）の合計。 

       音声通話中心の利用者数割合は、「音声通話のみ」（２７．９％）及び「１０回に１～３回はインターネット」（３７．５％）の合計。 

（ｎ=12,114） 

（ｎ=3,137） 

(％) 
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◇ 企業内通信網の構築状況 

企業における企業内通信網（ＬＡＮ等）の整備状況をみると、８５．５％の企業が構築。 

また、外部から企業内通信網（ＬＡＮ等）へ接続可能な企業の割合は４２．８％と、前年の 

２６．１％から急増。 
 

 

なし・無回
答

14.5%

全社的に
構築
57.4%

一部の部
署・事業所

で構築
28.1%

 
 
 

◇ 企業におけるテレワーク導入状況 

企業におけるテレワーク導入状況を見てみると、対前年比５．７ポイント増の７．７％に 

急増。 

また、業種別では建設業が最も高く１２．４％。 

0.8
1.3
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2.1

0.3

2.0 2.0 1.7 1.5
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4.8

7.7

12.4

9.4

3.8

5.7

8.1 8.1

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

全体 建設業 製造業 運輸・通信業 卸売・小売業、飲食業 金融・保険業 サービス業・その他

平成１１年末 平成１２年末 平成１３年末

（％） 

３ 企業における情報通信の現況 

24.0%

22.3%

23.3%

26.1%

42.8%

72.3%

69.1%

69.0%

68.9%

56.8%

3.7%

8.6%

7.7%

4.9%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成９年

平成１０年

平成１１年

平成１２年

平成１３年

接続できる 接続できない 無回答

企業における企業内通信網（ＬＡＮ等）整備状況 外部から企業内通信網（ＬＡＮ等）への接続可能な企業の割合

（ｎ=1,783） 

*ｎは平成９年から１３年の順に、1,591,1.608,1,753,1,676,1,637。

（平成１１年末ｎ=2,023、平成１２年末n=1,838、平成１３年末n=1,783） 
 
＊テレワーク：雇用者で、会社から離れた場所で勤務しながらも通信ネットワークを利用することにより、会社で勤務しているような環境に

ある勤務状態のこと。テレワークには、在宅勤務、モバイルワーク（営業などで場所を移動しながら勤務する状態）、サテラ
イトオフィス（所属している会社の建物とは別の建物において勤務する状態）がある。 
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その他の調査結果
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3
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電子メールの利用　　

有 無 料 サ ー ビ ス の 利 用

ビジネス情報入手　　

チケットの購入　　　

掲示板チャット利用　

クイズの応募　　　　

ＨＰの作成　　　　　

オークションへの出品

ネット電話の利用　　

オンラインバンク　　

通信教育の受講　　　

ＳＯＨＯで利用　　　

テレワークで利用　　

（％）

（平成13年　ｎ＝2,031）

 

１－１ インターネット利用状況（世帯主） 
 

・世帯主における「自宅・その他」、「職場」、「学校」のいずれかの場所でのインターネット利用率 

 は５０．１％。 

・利用用途を見ると、「自宅」や「職場」では「電子メールの利用」（「自宅」は６４．８％、「職場」は 

 ４４．４％）が、「その他の場所」では「無料・有料情報サービスの利用」（１０．５％）が最も高い。 

・インターネット未利用者がインターネットを利用しない理由を見ると、「利用する必要がない」 

 （３２．３％）及び「パソコンなどの機器が難しくて使えない」（３２．０％）が高い割合。 
 

インターネット利用率（世帯主） 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

自宅でのインターネット利用用途（世帯主） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オンラインショッピング
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32.3

32.0

20.2

14.6

11.2

10.6

7.2

4.7

3.9

3.0

2.9

2.3

1.1

0.7

0.6

0.6

0 5 10 15 20 25 30 35

利用する必要がない

パソコンを使えない

パソコン機器が高価

プライバシの保護不安

特に不満なし

通信料金が高い

必要な情報がない

ウィルス感染心配

違法・有害情報氾濫

その他の点

電子的決済の信頼性不安

情報検索の手間

知的財産の保護不安

認証技術信頼不安

メールの信頼性

接続速度が遅い

（％）

平成13年（ｎ＝1,814）

1 0 . 5

9 .6

3 .6

3

2 .1

1 .5

0 .9

0 .6

0 .6

0 .6

0 .3

0 .3

0

0 2 4 6 8 1 0 1 2

有 無 料 サ ー ビ ス の 利 用

電 子 メ ー ル の 利 用 　 　

ビ ジ ネ ス 情 報 入 手 　 　

掲 示 板 チ ャ ッ ト 利 用 　

チ ケ ッ ト の 購 入 　 　 　

ク イ ズ の 応 募 　 　 　 　

ＨＰの作成　　　　　

ネ ッ ト 電 話 の 利 用 　 　

オ ン ラ イ ン バ ン ク 　 　

オ ー ク シ ョ ン へ の 出 品

通 信 教 育 の 受 講 　 　 　

テ レ ワ ー ク で 利 用 　 　

ＳＯＨＯで利用　　　

（％ ）

（ 平 成 1 3 年 　 ｎ ＝ 2 , 0 3 1 ）

職場でのインターネット利用用途（世帯主） 

 
その他の場所でのインターネット利用用途（世帯主） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
インターネットを利用しない理由（世帯主） 

 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

44 .4

42 . 9

18 . 3

6 .9

4 .8

3 .6

1 .5

1 .5

1 .2

0 .9

0 .6

0 .6

0 .6

0 5 1 0 1 5 2 0 25 3 0 3 5 4 0 4 5 5 0

電 子 メ ー ル の 利 用 　 　

ビ ジ ネ ス 情 報 入 手 　 　

有 無 料 サ ー ビ ス の 利 用

掲 示 板 チ ャ ッ ト 利 用 　

ＨＰの作成　　　　　

チケットの購入　　　

ネット電話の利用　　

オンラインバンク　　

クイズの応募　　　　

通 信 教 育 の 受 講 　 　 　

ＳＯＨＯで利用　　　

テ レ ワ ー ク で 利 用 　 　

オ ー ク シ ョ ン へ の 出 品

（％）

（平成13年　ｎ＝2,031）

オンラインショッピング

オンラインショッピング
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１－２ オンラインショッピングの利用状況（世帯主） 

 

・世帯主におけるオンラインショッピングの利用状況を見ると、過去１年間において最も多く購入・ 

 利用したものは「各種チケットの予約」で４０．３％。 

・オンラインショッピングによる購入金額の合計（過去１年間分）では、２万円以下の購入者が全体 

 の４２．３％を占める一方で、１０万円超の購入者も２４．５％に。 
 

過去１年間におけるオンラインショッピングの利用状況（世帯主） 

0.8

4.5

7.6

8.0

9.7

12.7

13.6

16.0

24.6

29.1

32.6

36.9

40.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

不動産・自動車

その他

美容・健康・医療器具

金融商品

ギフト商品

家具、家電、家庭用品

パック旅行

食料品

服飾雑貨、貴金属

趣味雑貨

パソコン関連商品

書籍ＣＤ

各種チケット

 

世帯主の過去１年間におけるオンラインショッピングでの購入額（合計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

％ 

％ 

（ｎ=467） 

（ｎ=467） 

 
11.0 11.0

9.7

10.6

2.8 3.0

10.7

13.4

9.0 8.7

3.2 3.6

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0
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00円

以
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01
-1
0,0

00
円

10,
001

-15
,00

0円

15,
001

-20
,00

0円

20,
001

-25
,00

0円

25,
001

-30
,00

0円

30,
001

-50
,00

0円

50
,00

1-
10
0,0

00
円

10
0,0

01
-2
00
,00

0円

20
0,0

01
-5
00
,00

0円
500

,00
1-1

,00
0,0

00円

1,00
0,00

1円
以

上

％ 
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１－３ 放送サービスの利用状況（世帯） 

 

 自宅でケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）、ＢＳアナログ放送、ＢＳデジタル放送、ＣＳ放送のいずれかを視 

 聴している世帯は５２．１％（対前年比４．３ポイント増）と初めて５割を超過。 

 

放送サービスの視聴状況 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
  

 
 
 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

41.1

43.3

44.8

47.8

52.1

35.4

36.4

37.0

36.8

40.8

8.5

8.8

9.4

10.9

17.8

10.1

14.1

14.1

20.8

19.5

0 10 20 30 40 50 60

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

平成13年

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

平成13年

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

平成13年

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

平成13年

（％）

いずれかを視聴

　

ＢＳ放送(民放)、
ＣＳ放送

ケーブルテレビ
（ＣＡＴＶ）

平成9年　　ｎ＝4,443
平成10年　ｎ＝4,098
平成11年　ｎ＝3,657
平成12年　ｎ＝4,278
平成13年　ｎ＝3,845

ＢＳ放送(NHK)
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39.9

16.7

16.3

15.1

9.7

9.0

8.8

7.8

4.3

4.1

3.3

1.9

1.8

1.6

1.4

0.9

0.9

0.9

0.7

0.6

0.4

0.5

22.8

- 5 10 15 20 25 30 35 40 45

場所特有の情報

 ＴＶ電話サービス

行政サービスや公的施設の予約

銀行や郵便局の残高照会、振込
ビジネス情報や資料データが入手可能な経済

情報番組
キャッシュレスショッピング

新聞記事等を検索して、画面で見る

画面を通じて医師への健康相談や診断

テレワーク

画面で商品を見ながら買い物

ビデオ・オン・デマンド

学校同様の授業や趣味講座
好きなアングルが選択できるスポーツ中継番

組
音楽データを入手（購入）できる音楽番組

高精細画質のテレビ

既存の番組をより高画質な映像で見る

レシピの入手や食材の購入ができる料理番組

視聴者参加型番組

最新のテレビゲームが配信
好みによりストーリーや結末が選択できるドラ

マ番組
室内インテリアとして使える映像番組

その他

特に望むものはない

１－４ 将来、自宅及び外出先で受けてみたい新しい情報通信サービス（世帯主） 

 

・世帯主が自宅で受けたい情報通信サービスは、「画面を通じて医師に健康相談したり、診断を受

けたりできるサービス」（４３．２％）が最も高い。 

・世帯主が外出先で利用したい情報通信サービスは、「最寄りのレストラン情報や交通情報等、 
その場所特有の情報を容易に入手できるサービス」（３９．９％）が最も高い。 

 

将来、自宅で受けたい情報通信サービス         将来、外出先で受けたい情報通信サービス 

 

 

 
 
 
 
 

43.2

18.1

16.7

15.6

14.8

10.4

10.2

6.2

5.9

5.7

5.3

4.2

4.1

3.9

3.2

2.7

2.6

1.3

1.0

1.0

0.8

0.2

10.6

- 10 20 30 40 50

画面を通じて医師への健康相談や診断

ビデオ・オン・デマンド

行政サービスや公的施設の予約

 ＴＶ電話サービス

銀行や郵便局の残高照会、振込

学校同様の授業や趣味講座

画面で商品を見ながら買い物

好きなアングルが選択できるスポーツ中継番組

高精細画質のテレビ

テレワーク

新聞記事等を検索して、画面で見る

視聴者参加型番組

場所特有の情報

音楽データを入手（購入）できる音楽番組

レシピの入手や食材の購入ができる料理番組

ビジネス情報や資料データが入手可能な経済情報
番組

既存の番組をより高画質な映像で見る

最新のテレビゲームが配信

好みによりストーリーや結末が選択できるドラマ番
組

キャッシュレスショッピング

室内インテリアとして使える映像番組

その他

特に望むものはない

（％）
(n=3,090)

(n=3,553) 

（注） 「将来、自宅及び外出先で受けてみたい新しい情報通信サービス」は、世帯主が希望する順に１番目から３番目まで選択する複数回答

方式を採用している。このため、調査結果で得た集計数を、１番目の回答には３点、２番目の回答には２点、３番目の回答には１点を与え

た得点の３を乗じ、それらの数を基数として集計し、各サービスの比率を算出する得点合計比率の形で比較。 
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① 携 帯 電 話

5.9

49 .2

25 .0

17 .0

5.7

48 .4

4 .9

44.9

72.1
69 .1

62 .4

51 .7

35.0

25.7

15 .5

5 .07 .0

53 .7

9 .3 6 .9 6.0

41 .9

71 .8

62.8

54 .9

37 .9

10 .6

24 .4

15.6

35 .8

71 .6

56 .4

47 .3

-

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

  全   体 ６－１２歳 １３－１９歳 ２０－２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８０歳以上

合 計 男 性 女 性

（％
）

②ＰＨＳ

2 . 6

1.6

0 . 6
0 . 2

3 . 3

1.0
1 . 6

3.9

5 . 7

4 . 9

3 . 7

2 . 2

0 . 3

1 . 8

0.0

3 . 5

2.5

1 . 1 0.9
1 . 4

0.4

1 . 4
1 . 6

3.1

4 . 8

6.4

4.1

3 . 3

1.9

4.7

7 . 2

4 . 3

3 . 3

-

1

2

3

4

5

6

7

8

  全   体 ６－１２歳 １３－１９歳 ２０－２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８ ０ 歳 以 上

合 計 男 性 女 性

（％）

③ 携 帯 情 報 端 末

0 . 6 0.5 0 . 5
0 . 3

2 . 1

0 .2

0 . 8

1 .9

4 . 4 4 . 3

1 . 8

0 . 7
0 . 3 0 . 3

0.8

0 . 3 0.3 0 . 3
0.6

0 . 0 0 .0
0 . 2 0 . 1

1.1

2 . 4
2 .7

1.8

1 . 3

0 .2
0 .4

1 . 0

1 . 7

0 . 6

-

1
1

2
2

3
3

4
4

5
5

  全   体 ６－１２歳 １３－１９歳 ２０－２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８ ０ 歳 以 上

合 計 男 性 女 性

（ ％ ）

④パソコン

18.5

3.5

40 .8

30.6

49.0

5 7 . 8 57 .5

40 .2

25 .6
19 .8

9 .7
5 .0

7 .8
2 .9 2 .8

13 .4

4 3 . 1

3 2 . 3

5 .8

29.9

47.1
51 .7

46 .5

34 .4

42 .6

19 .8

11.8

43 .6

34.0
36 .6

45 .4
44.0

28.3

-

10

20

30

40

50

60

70

  全   体 ６－１２歳 １３－１９歳 ２０－２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８０歳以上

合 計 男 性 女 性

（％）

１－５ 情報通信機器の利用状況（世帯構成員（個人）） 
 

・世帯構成員（個人）における携帯電話の利用率は２０歳代で最も高く７１．８％。 

・携帯情報端末の利用率は男女格差が大きく、また、３０歳代及び４０歳代の男性の利用率 

（４．４％及び４．３％）が高い。 
・パソコンの利用率は２０～４０歳代の男性では２人に１人が利用。また、４０歳以上では利用率 
に男女間格差が大きい。 

・ファクシミリの利用率は年齢層による利用率の格差は比較的小さい。 

＜男女別年齢別の情報通信機器の利用率＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

⑤ フ ァ ク シ ミ リ

2.8

2 5 . 1

9 . 0

3 2 . 8

3 6 . 5
3 4 . 3

2 8 . 3

2 2 . 8

17 . 0

3 . 3

2 4 . 2

1 5 . 8

7 . 1

2 . 5

2 3 . 3

1 9 . 1
2 1 . 7

1 0 . 5 1 1 . 4

29 . 2

3 6 . 1
3 3 . 4

2 0 . 2
2 3 . 8

17 . 31 7 . 3
18 . 5

2 6 . 4

12 . 2

35 . 7
3 4 . 0

23 . 222 . 7

-

5

1 0

1 5

2 0

2 5

3 0

3 5

4 0

  全   体 ６－１２歳 １３－１９歳 ２０－２９歳 ３０－３９歳 ４０－４９歳 ５０－５９歳 ６０－６４歳 ６５－６９歳 ７０－７９歳 ８ ０ 歳 以 上

合 計 男 性 女 性

（ ％ ）

（n=12,114） 

（n=12,114） 

（n=12,114） 

（n=12,114） 

（n=12,114） 

（％） 
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１－６ インターネット利用率（世帯構成員（個人）） 

 

・ インターネットの利用率を性別に見ると、男性は５３．０％、女性は４０．６％。 

  ３０歳以上では、男女間の利用率に格差あり。 

・ 利用率を年齢階層別に見ると、１３～１９歳の年齢層が最も高く７２．８％、６０歳以上は２割 

 以下。 
 
 
 

男女・年齢階層別インターネット利用率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 ^

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（n=12,114） 

53

48.1

74.8

68.2

48.9

24.6

16.8

40.6

50.3

61.9

49.7

24.8

14.2

8.4

46.7

68.4

59

36.8

19.2

12.3

68.1

72.4

8.5 5.8

68.9

73.3

3.8 4.6

68.572.8

5.8
5

49.2

0

20

40

60

80

100

男性

女性
男女合計

男性 53 48.1 72.4 68.1 74.8 68.2 48.9 24.6 16.8 8.5 5.8

女性 40.6 50.3 73.3 68.9 61.9 49.7 24.8 14.2 8.4 3.8 4.6

男女合計 46.7 49.2 72.8 68.5 68.4 59 36.8 19.2 12.3 5.8 5

全体 6-12歳 13-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65-69歳 70-79歳 80歳以
上

％ 
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１－７ インターネットの場所別及び機器別の利用状況（世帯構成員（個人）） 
 

・インターネットの利用状況を場所別に見ると、小学生は「学校」、その他の年齢層は、６０～６４歳 

 を除き、「家庭・その他」が最も多い。「職場」での利用が最も多い年齢層は３０歳代（４６．２％）。 

・インターネットの利用状況を機器別に見ると、２０～３０歳代では「ＰＣと携帯」が、「ＰＣ」の割合を 

 上回っている。 

インターネット利用率（場所別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

インターネット利用率（機器別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（注）「ＰＣ」はパソコン、「携帯」は携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末の略。 

（ｎ=12,114） 

（ｎ=12,114） 
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2.2

23.1

19.3

8.4

3.0

25.5
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41.8
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5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

全体  6-12歳  13-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-64歳 65-69歳 70-79歳 80歳以上

ＰＣと携帯
ＰＣ
携帯
その他

％ 

％ 
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14.2
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25.7

0.0

17.1
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3.0
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3.65.1
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0.0
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40.4

34.6

1.6

32.1

21.9

34.2

50.1

46.9

35 . 3

31.1

17.0

37.5

24.1

42.7

33.7

39.0

17 . 1

20.2

49.1

21.4

31 . 8

18.6

12.0

10.5

7 .2

14.1

32 . 3

9.0

22 . 2

4.5

4.2

3.7

0 % 20% 4 0 % 60% 80% 100%

  全  体

職 場 の み

学 校 の み

家 庭 ・そ の 他 の み

職 場 と 学 校

学 校 と 家 庭 ・その他

職 場 と 家 庭 ・その他

職場と学校と家庭・その他

毎 日 少 な くとも１回 は 利 用 週 に 少 な くとも１回は利用 月に少なくとも１回は利用

そ れ 以 下

40 . 4

32.8

33.2

14 . 7

52.4

40.3

43 . 3

63.4

35.3

36.6

33.4

39.6

34.1

30.1

44 . 3

27.9

17.1

21 . 4

20 . 9

32.0

10.4

23.4

10.6

6.6

7 .2

9 .2

12 . 5

13.7

3 .1

6.3

1.8

2.0

0 % 20% 4 0 % 6 0 % 8 0 % 100%

  全  体

ＰＣのみ

携 帯 の み

ゲ ー ム ・テレビ等のみ

ＰＣと携帯

携 帯 と ゲ ー ム ・テレビ等

ＰＣとゲーム・テレビ等

ＰＣと携帯とゲーム・テレビ等

毎 日 少 な くとも１回は利用 週 に 少 な くとも１回は利用 月に少なくとも１回は利用

そ れ 以 下

１－８ インターネットの利用頻度の状況（世帯構成員（個人）） 

 

・インターネット利用者のうち、４割は「毎日少なくとも１回は利用」。 

・「職場」及び「家庭・その他」からの利用者の５割が「毎日少なくとも１回は利用」。 

・「ＰＣ」と「携帯」を併用する利用者の利用頻度が高く、特に「ＰＣ」、「携帯」及び「ゲーム・テレビ等」

からの利用者の６割以上が「毎日少なくとも１回は利用」。 
 

 

インターネット利用者の利用頻度（場所別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

インターネット利用者の利用頻度（機器別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（n=5,013） 

（n=5,013） （注）「ＰＣ」はパソコン、「携帯」は携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末の略。 
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２－１ 企業通信網の構築状況 
 

企業通信網の構築率は８６．５％。 
 （注） 「企業通信網」は、企業内通信網（ＬＡＮ又はイントラネット）や企業間通信網（ＷＡＮ又はエクストラネット）の総称。 

 

企業通信網の構築状況（産業別） 

 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

企業通信網の構築状況（従業者規模別） 

 

 

 

 

17.5

11.7

31.8

25.3

30.0

39.6

51.5

12.9

11.0

17.5

16.7

17.7

16.3

20.9

27.2

26.4

28.3

26.8

25.1

19.4

8.7

10.2

5.1

5.3

4.9

6.3

2.9

14.2

12.0

3.4

11.6

14

6

9

6

1

1

27.0

9.2

11.6

22.1

19.1

0.0

1.7

1.3

1.3

1.2

1.4

1.3

2.4

0.6

0.0

1.2

0.8

0.9

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全　体
（n=1,783)

100～299人
（n=476)

300人以上（計）
（n=1,307)

300～499人
（n=348)

500～999人
（n=343)

1,000～1,999人
（n=305)

2,000人以上（計）
（n=311)

企業内全社的、企業間全社的

企業内全社的
企業間部分的

企業内全社的
企業間なし 企業内部分的

企業間部分的
不明

なし企業内部分的
企業間なし

その他

17.5

17.5

17.9

9.3

21.0

31.3

15.3

12.9

12.9

19.2

8.5

11.1

13.6

8.1

25.0

32.0

19.7

28.2

36.5

21.4

8.7

7.4

6.7

12.6

10.3

5.1

8.5

22.5

15.8

23.7

11.6

11

5

21

8

5

22

27.0

6.5

16.9

25.4

19.1

0.2

1.0

2.4

3.7

0.7

0.7

1.3

0.0

1.8

2.4

2.8

0.6

1.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全　体
（n=1,783)

建設業
（n=178)

製造業
（n=540)

運輸・通信業
（n=210)

卸売・小売業・飲食店
（n=366)

金融･保険業
（n=141)

サービス業・その他(計）
（n=348)

企業内全社的、企業間全社的

企業内全社的
企業間部分的

企業内全社的
企業間なし 企業内部分的

企業間部分的
不明

なし企業内部分的
企業間なし

その他
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5 7 . 4 5 5 . 4

6 9 . 1

3 7 . 6

6 0 . 4

8 1 . 4

4 4 . 8

2 8 . 1 3 3 . 2

2 3 . 7

3 6 . 5

2 6 . 2

1 2 . 6

3 2 . 3

7 7 . 1

9 4 . 0

8 6 . 6

7 4 . 1

9 2 . 8
8 8 . 6

8 5 . 4

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

1 0 0

全 体 建 設 業 製 造 業 運 輸 ・
通 信 業

卸 売 ・
小 売 業 、
飲 食 店

金 融 ･
保 険 業

サ ー ビ ス 業 、
そ の 他 （ 計 ）

全 社 的 に 構 築 し て い る

一 部 の 事 業 所 又 は 部 門 で
構 築 し て い る

(ｎ) ( 1 , 7 8 3 ) ( 1 7 8 ) ( 5 4 0 ) ( 2 1 0 ) ( 3 6 6 ) ( 1 4 1 ) ( 3 4 8 )

5 7 . 4
4 9 . 9

7 5 . 7
7 0 . 3

7 4 . 6
8 1 . 0

9 1 . 8 8 9 . 5 8 9 . 4
9 6 . 5

2 8 . 1

3 2 . 5

1 7 . 2

2 0 . 0
1 7 . 5

1 6 . 5

6 . 3
7 . 1 9 . 6

2 . 6

8 2 . 4

9 0 . 3
9 2 . 8

8 5 . 4

9 8 . 99 6 . 69 8 . 19 7 . 5

9 2 . 1

9 9 . 2

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

1 0 0

全 体 1 0 0 ～
2 9 9 人

3 0 0 人
以 上 （ 計 ）

3 0 0 ～
4 9 9 人

5 0 0 ～
9 9 9 人

1 , 0 0 0 ～
1 , 9 9 9 人

2 , 0 0 0 人
以 上 （ 計 ）

2 , 0 0 0 ～
2 , 9 9 9 人

3 , 0 0 0 ～
4 , 9 9 9 人

5 , 0 0 0 人
以 上

全 社 的 に 構 築 し て い る

一 部 の 事 業 所 又 は 部 門 で
構 築 し て い る

(ｎ) ( 1 , 7 8 3 ) ( 4 7 6 ) ( 1 , 3 0 7 ) ( 3 4 8 ) ( 3 4 3 ) ( 3 1 1 ) ( 1 1 7 ) ( 8 7 ) ( 1 0 7 )( 3 0 5 )

 

２－２ 企業内通信網の構築状況 
 

・企業内通信網を構築している企業は、８５．５％。 

・パソコン、携帯電話、携帯情報端末等を利用して、社外から自社の通信網にアクセスできる企業 

 は、企業内通信網を構築している企業の４２．８％（対前年比１６.７ポイント増）と大幅に増加。 
 

企業内通信網の構築状況の推移 

企業内通信網の構築割合（産業別） 

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
企業内通信網の構築割合（従業者規模別） 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

3 8 . 2

3 2 . 2

4 3 . 5

5 7 . 0

5 7 . 4

3 7 . 0

3 0 . 7

3 4 . 4

2 8 . 1 4 . 0

1 6 . 6

1 0 . 6

7 . 5

2 9 . 4

2 . 7

6 . 2

7 . 5

8 . 1

1 4 . 6

2 8 . 0

3 . 1

0 . 2

0 . 2

1 . 4

1 . 6

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

平 成 9 年

平 成 1 0 年

平 成 1 1 年

平 成 1 2 年

平 成 1 3 年

全 社 的 に 構 築 し て い る 一 部 の 事 業 所 又 は 部 門 で 構 築

構 築 し て い な い が 具 体 的 に
構 築 す る 予 定 が あ る

無 回 答

（ 1 , 9 8 9 ）

（ 1 , 8 3 8 ）

（ 2 , 0 2 3 ）

（ 2 , 1 0 8 ）

（ｎ）

構 築 し て い な い し
具 体 的 な 予 定 も な
い

（ 1 , 7 8 3 ）

% 

% 
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24.0

22.3

23.3

26.1

42.8

72.3

69.1

69.0

68.9

56.8

8.6

7.7

4.9

0.4

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成9年

平成10年

平成11年

平成12年

平成13年

接続できる 接続できない 無回答

（1,591）

（1,637）

（1,753）

（1,608）

（ｎ）

（1,676）

26.2
23.3

28.3
31.5

42.1

36.2 37.8

54.1

42.8

38.5

42.4

54.6

63.8

58.4
56.4

74.4

0

10

20

30

40

50

60

70

80

全
体

100
～

299
人

300
～
499

人

500
～

999
人

1,0
00～

1,9
99人

2,0
00～

2,9
99人

3,0
00～

4,9
99人

5,00
0人

以
上

平成12年

平成13年

(%)

-

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

全体 24.0 22.3 23.3 26.2 42.8
建設業 24.7 24.1 25.5 25.8 46.2 
製造業 25.3 25.3 26.2 31.9 41.5 
運輸・通信業 15.0 16.1 17.4 16.5 45.3 
卸売・小売業、飲食店 20.0 19.1 17.4 24.5 42.3 
金 融 ･ 保 険 業 10.9 10.7 9.7 12.1 25.1 
サービス業、その他（計） 32.4 24.0 30.2 24.0 45.1 

平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年

（％ ）

社外からの企業内通信網への接続状況 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

社外からの企業内通信網への接続状況（産業別） 

 
 

 
 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

社外からの企業内通信網への接続状況（従業者規模別） 

 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

％ 
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２－３ イントラネットの構築状況 
 

・イントラネットを構築している企業は、２７．８％。 

・従業者規模別に見ると、従業者規模が大きくなるほど構築率が増加。 

・産業別に見ると、金融・保険業が最も高く、３８．７％。 
（注） 「イントラネット」は、企業内通信網のうち、インターネット技術を用いたもの。 

 
イントラネットの構築状況（産業別）           イントラネットの構築状況（従業者規模別） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ＬＡＮとイントラネットの構築状況（産業別）         ＬＡＮとイントラネットの構築状況（従業者規模別） 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

66.9 64.9

71.8 73.6
71.1

74.1

65.5
67.6

62.5
65.8

27.8
24.4

36.2

28.0

34.4

59.9

53.1

59.7

67.6

45.1

85.4
82.4

92.8
90.3 92.1

97.5 98.1 96.6
98.9 99.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

全体

100
-29

9人

300
人以上

300
-49

9人

500
-99

9人

100
0-1

999
人

200
0人

以
上

200
0-2

999
人

300
0-4

999
人

500
0人

以上

ＬＡＮ イントラネット 企業内通信網

66.9
70.8

77.6

59.6

65.2 65.4

56.3

27.8
26.0

23.0
26.3

32.3

38.7

29.7

85.4
88.6

92.8

86.6

77.1

94.0

74.1

0

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

100

全
体

建
設
業

製
造

業

運輸・通信業

卸売・小売業・飲食店

金融・保険業

サービス業・その他

ＬＡＮ イントラネット 企業内通信網

5.9 5.5
3.9

12.3

6.2

2.5

5.9

21.9
20.5

19.1

14.0

26.1

23.8

36.2

27.8
26.0

23.0

26.3

32.3

38.7

29.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

全
体

建設業
製造業

運輸・通信業

卸売・小売業・飲食店

金融・保険業

サービス業・その他

部分的に構築

全社的に構築

構築（全体）

5.8 6.0 5.3 6.5 6.6 5.8 7.2 6.0
4.1

21.9
18.6

30.2

22.7

27.9

38.5

54.1

45.9

53.7

63.5

5.9

24.4

36.2

28.0

34.4

45.1

59.9

53.1

59.7

67.6

27.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

全
体

100
-29

9人

300
人

以
上

300
-49

9人

500
-99

9人

100
0-1

999
人

200
0人

以
上

200
0-2

999
人

300
0-4

999
人

500
0人

以
上

部分的に構築

全社的に構築

構築（全体）

(n=1,783) 
(n=1,783) 

(n=1,783) 
(n=1,783) 
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18.3 18.2 18.6

10.7

22.3

32.3

15.5

22.1
20.3

25.9

23.3

22.5

18.7

16.6

32.1

51.0

44.8

34.1

44.5

38.5
40.5

0

10

20

30

40

50

60

全体 建設業 製造業 運輸・
通信業

卸売・
小売業、
飲食店

金融･
保険業

サービス業、
その他（計）

全社的に構築している

一部の事業所又は部門で
構築している

(ｎ) (1,783) (178) (540) (210) (366) (141) (348)

（％）

２－４ 企業間通信網の構築状況 
 

・ 企業間通信網を構築する企業の割合は４０．５％。 

・ 従業者規模別に構築割合を見ると、「100～299 人」と「2000 人以上（計）」では、２倍以上の格

差。 

 

企業間通信網の構築状況（産業別） 

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 

 

企業間通信網の構築状況（従業者規模） 

 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

18.3
12.5

32.8
26.3

31.0

41.0

51.5
45.4 48.0

61.222.1

21.9

22.8

22.3

23.1

22.9

23.8

21.0

27.9

23.5

34.3

48.6

55.6

40.5

75.9

66.4

75.3

63.9

54.1

84.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全体 100～
299人

300人
以上（計）

300～
499人

500～
999人

1,000～
1,999人

2,000人
以上（計）

2,000～
2,999人

3,000～
4,999人

5,000人
以上

全社的に構築している

一部の事業所又は部門で
構築している

(ｎ) (1,783) (476) (1,307) (348) (343) (311) (117) (87) (107)(305)

（％）
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２－５ エクストラネットの構築状況 

 

・エクストラネットを構築している企業は１３．９％。 

・産業間格差に比べ、従業者規模別では構築率に大きな格差。 
 （注）「エクストラネット」は企業間通信網のうち、インターネット技術を用いたもの。 

 

エクストラネットの構築状況（産業別）            エクストラネットの構築状況（従業者規模別） 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

ＷＡＮとエクストラネットの構築状況（産業別）       ＷＡＮとエクストラネットの構築状況（従業者規模別） 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

5.2

4.0

2.4
2.0

6.7

9.0 8.88.7
9 8.8

8.4

7.5

5.6

11

13.9

13
13.4

10.8

14.4

15.1

16.5

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

全
体

建設業
製造業

運輸
・通

信業

卸売・小売業・飲食店

金融・保険業

サービス業・その他

全社的に構築

部分的に構築

構築（全体）

5.2
4.1

8.0

4.6

7.3

12.0

17.2

12.6

18.4

21.3

8.7 8.6 9.0

6.3

8.1

11.6

18.3

14.1

17.4

23.6

13.9
12.7

17.0

10.9

15.4

23.6

35.5

26.7

35.8

44.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

全体 100-299人 300人以上 300-499人 500-999人 1000-1999人 2000人以上 2000-2999人 3000-4999人 5000人以上

全社的に構築

部分的に構築

構築（全体）

28.5

22.6

43.1
39.5

42.3

48.7
51.9

44.8

49.8

61.5

13.9 12.7

17.0

10.9

15.4

23.6

35.5

26.7

35.8

44.9

40.5

34.3

55.6

48.6

54.1

63.9

75.3

66.4

75.9

84.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

全体

100
-29

9人

300
人以上

300
-49

9人

500
-99

9人

100
0-1

999
人

200
0人

以上

200
0-2

999
人

300
0-4

999
人

500
0人

以上

ＷＡＮ

エクストラネット

企業間通信網

28.5
26.8

32.7

25.5

32.1

37

19.4
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ＷＡＮ

エクストラネット

企業間通信網

(n=1,783) 

(n=1,783) (n=1,783) 

(n=1,783) 
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２－６ インターネットの利用状況 

 

・企業におけるインターネット利用率は、対前年比５．２ポイント増の９４．５％。 

・産業や従業者規模による格差は縮小傾向。 

 

インターネットの利用状況 

 

 
インターネット利用率の動向（産業別）         インターネット利用率の動向（従業者規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

27.5

45.6

50 .4

49 .3

50 .8

43 .7

44.1

8.8

7.5

22 .9

11.4

5.3

14.4

2.1

2.9

2.6

4.5

2.7

2.5

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平 成 1 0 年

平 成 1 1 年

平 成 1 2 年

平 成 1 3 年

全 社 的 に
利用している

一 部 の 事 業 所 又 は
部 門 で 利 用 し て い る

利 用 し て い な い が 具 体 的 に
利 用 す る 予 定 が あ る 無 回 答

（2,108）

（1,838）

（2,023）

（ｎ）

利 用 し て い な い し
具 体 的 な 予 定 も な い

（1,783）

78 .3

84.7

87.1

57 .3

75.8

90.2

74 .8

89 .3

92.2

88.5

94.5

99 .8

96 .4

86.8

95 .3

92.3

72 .4

91 .4

92 .2

95 .9

99.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

平成11年 78.3 84.7 87.1 57.3 75.8 90.2 74.8 

平成12年 89.3 95.9 92.2 72.4 88.5 92.2 91.4 

平成13年 94.5 99.8 96.4 86.8 95.3 99.0 92.3 

全体 建設業 製造業
運輸・通信

業
卸売・小売
業、飲食店

金融・保険
業

サービス業、
その他

78.3

74.4

86 .0

87 .8

92 .3

96.0

89.3

86.9

94 .0

95 .9

97 .294.5

93.2

97 .6

96 .6

99 .1 100.0

99 .4

70.0

80.0

90.0

100.0

平成11年 78.3 74.4 86.0 87.8 92.3 96.0 

平成12年 89.3 86.9 94.0 95.9 97.2 100.0 

平成13年 94.5 93.2 97.6 96.6 99.1 99.4

全体 100～299人 300～499人 500～999人 1000～1999人 2000人以上

％ 
％ 
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２－７ インターネットの利用目的 

・ 「情報検索」と「電子メールの利用」の利用率は、ほぼ全産業において９０％以上。 

・ 他方、「ホームページを開設」は全産業平均では６９．９％だが、産業間で格差あり。 

・ ホームページ開設の主な目的は、「顧客などからのデータベースアクセス」（３８．６％）が 

最も多い。 

 

インターネット利用目的 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自社ホームページを介した活動 

38.6

28 .0

23.4

17.2

14.1

10.3

3.2

2.3

1.6

- 5 1 0 15 20 25 30 35 40 45

顧客などからのデータベースアクセス

アンケートなどマーケティングの実施

非 デ ジ タ ル 商 品 販 売

アフターサービスの実施

e マーケットプレイスの利用

デ ジ タ ル 商 品 販 売

ネットオークション参加　

金 融 取 引

電 子 決 済

（％ ）

（n=1,362） 

95.2 94.5 95.7
94.1

92.6

95.9
98.4

94.5
92.1

95.6
93.1 92.1 92.3

88.7

69.9

61.3

64.2

76.7

87.6

76.7

56.8

50

60

70

80

90

100

110

  全
  体

建
設
業

製
造

業

運輸・通信業

卸売・小売業・飲食店

金融・保険業

サービス業・その他（計）

情報検索

電子メール利用

ホームページ
開設　

    (%)
n = 1,727
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２－８ 電子商取引の実施状況 

 

・ホームページ開設企業の３６．９％が電子商取引を実施。 

・産業別に見ると、最も電子商取引を実施しているのは「卸売・小売業・飲食店」で４１．８％。 

 
 

ホームページ開設企業における電子商取引の実施率 
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２－９ 企業通信網またはインターネットの利用上の問題点 

 

・ 企業通信網やインターネットを利用する上での問題点は、「セキュリティ対策の確立が困難」 

 （６８．９％）が最も高い。 

 

 

企業通信網やインターネットの利用上の問題点 

1.8

0.4

1.3

1.4

1.8

2.1

3.3

4.9

7.6

9.7

13.8

15.2

18.7

46.5

61.1

68.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

特に問題点はなかった

その他

送信した電子メールがいつ届くか分からない

情報検索に手間がかかる

電子的決済手段の信頼性に不安

認証技術の信頼性に不安

サーバーへの接続に時間がかかる

知的財産の保護に不安がある

導入成果が得られていない

障害の復旧に時間がかかる

通信速度が遅い

通信料金が高い

運用・管理、人材育成の費用が増大

運用・管理者の人材が不足

ウィルスの感染が心配

セキュリティ対策の確立が困難

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

（n=1,783） 

％ 
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２－１０ ウィルス対策の状況 
 

・ 企業通信網やインターネットを利用している企業のうち、何らかのウィルス対策を実施している 

企業は対前年比３ポイント増の８９．６％。 

・ 具体的には、「端末にウィルスチェックプログラムを導入している」の割合が最も多く７８．８％。 

  同プログラム導入企業の２５．２％が毎日更新しており、更新周期は年々、短縮傾向。 

 
ウィルス対策の状況（複数回答） 

 

ウィルスチェックプログラムのパターンファイル更新周期 
  

86.4

66.2

46.6

9.3

4.0

11.9

1.7

89.6

78.8

44.1

15.1

7.4

4

9.7

0.7

- 10 2 0 30 4 0 50 60 70 8 0 90 100

対応をしている

端末にｳｲﾙｽﾁｪｯｸ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを導入している

ｻｰﾊﾞｰにｳｲﾙｽﾁｪｯｸ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを導入している

外 部 接 続 の 際 に ｳ ｲ ﾙ ｽ
ｳｫｰﾙを構築している

ウィルスチェック対応マニュアル策定、社内教育を充実

そ の 他 の 対 策

何も行っていない

無 回 答

平成12年(n=1 , 676 )

平成13年(n=1 , 656 )

(%)

％ 

4.9

17.1

39.2
44.8

56.1

65.5

74.0
77.9

100.0

14.5

33.9

57.5
62.0

70.0

76.0
82.0

84.6

98.5 100.0

25.2

51.8

69.5 71.0
75.6

80.3
85.2

87.7

98.7

97.9

97.998.5 約100.0

92.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

平成11年 4.9 12.2 22.1 5.6 11.3 9.4 8.5 3.9 20.0 0.0 2.1 

平成12年 14.5 19.4 23.6 4.5 8.0 6.0 6.0 2.6 13.9 0.0 1.5 

平成13年 25.2 26.6 17.7 1.5 4.6 4.7 4.9 2.5 5.2 5.8 1.2

平成11年累積 4.9 17.1 39.2 44.8 56.1 65.5 74.0 77.9 97.9 97.9 100.0 

平成12年累積 14.5 33.9 57.5 62.0 70.0 76.0 82.0 84.6 98.5 98.5 100.0 

平成13年累積 25.2 51.8 69.5 71.0 75.6 80.3 85.2 87.7 92.9 98.7 99.9 

毎日
週に１回

以上
月に１回

以上
隔月に１回

以上
3か月に１回

以上
半年に1回

以上
1年に1回

以上
1年を超える

周期

導入してから

更新して

いない

わからない 無回答

平成 11 年（n=1,549）

平成 12 年（n=1,492）

平成 13 年（n=1,577）
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66.1

8.9

14.5

19.5

74.0

61.1

94.7

68.1

10.7

15.4

12.0

82.4

57.0

95.3

61.4

10.1

8.1

11.5

87.1

56.7

80.8

41.5

94.0

0 20 40 60 80 100

携帯電話

ＰＨＳ

携帯情報端末

無線呼出し（ﾎﾟｹﾍﾞﾙ）

パソコン

ノートパソコン

デスクトップパソコン

ワープロ

ファクシミリ

平成11年（ｎ＝4,186）
平成12年（ｎ＝3,070）
平成13年（ｎ＝3,537）

(%)

３－１ 情報通信機器の保有率の推移 

 

・ パソコンの保有率は８７．１％（過去３年間連続して増加）。 

・ 他方、無線呼出及びワープロの保有率は過去３年連続して減少。 

 
 
 

情報通信機器の保有率の推移 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

無線呼出（ポケベル）



- 29 - 

29.2

68.0

12.3

19.2

31.8

44.8

5.8

65.6

40.7

16.7

10.4
4.6

78.6

63.6

42.4

29.6

19.9

9.7

91.9

80.5

61.8

48.3

32.5

20.1

0

20
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平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年

（％）

（30～99人）

（全体）

（5～29人）

（100人以上）

３－２ インターネット利用率の状況 

 

・ 事業所におけるインターネット利用率は対前年比２３．２ポイント増の６８．０％。 

・ 産業別に見ると「卸売・小売業」、「飲食店」、「運輸業」が、従業者規模別に見ると「５～２９人」

の事業所における増加が顕著。 

 
 

産業別インターネット利用率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

従業者規模別インターネット利用率の推移 
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31.8 15.9 12.9 27.5 30.8 45.6 27.5 33.9 15.7 16.5 17.6 47.1 39.1 34.1

平成12年
（ｎ＝3,070）

44.8 30.7 33.7 53.0 50.2 46.9 38.3 36.9 28.3 29.3 41.2 59.6 53.0 45.3

平成13年
（ｎ＝3,537)

68.0 52.5 43.0 75.5 65.4 66.1 63.4 69.9 55.5 52.1 62.0 79.3 71.2 60.9

全体
農・林・漁

業
鉱業 建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供

給・水道業
運輸業

卸売・小売
業

飲食店 金融業 保険業 不動産業
サービス

業
公務
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63.5

32.2

10.8

7.9

7.3

0.8

0.8

14.1

58.5

42.6

26.3

15.8

14.6

9.7

4.8

1.1

8.1
10.7

11.8

9.1

7.6

5.7

1.5

2.1

45.7

56.9

36.3

24.9

3.8
2.7

10.5

28.1

57.2

10.4

5.5

1.1

1.0

59.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

社内外との連絡・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

外部ﾃﾞー ﾀﾍﾞー ｽなどにｱｸｾｽして
情報検索、入手

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる情報提供・宣伝

関連会社との情報共有・
ﾃﾞｰﾀ交換

ｵﾝﾗｲﾝｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞの提供

ﾌﾘｰｳｪｱ等のｿﾌﾄｳｪｱの入手

市場調査

部品・材料等の調達

支払や振込の電子決済
（電子ﾏﾈｰ）

商品などのﾕｰｻﾞｰｻﾎﾟｰﾄ

ｸｲｽﾞや懸賞の実施

SOHO

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ電話

その他の用途

（％）

平成11年（ｎ＝1,916）

平成12年（ｎ＝1,749）

平成13年（ｎ＝2,606）

「部品・材料等の調達に利用」、「SOHOで利用」は13年からの回答項目

３－３ インターネットの利用用途 

 

・「社内外との連絡・コミュニケーション利用」と「外部データベースなどにアクセスして情報検索、

入手に利用」が５０％を超過。 

・「ホームページによる情報提供・宣伝に利用」と「オンラインショッピング提供」は、前年に比べ 

 大幅に増加。 
 
 

インターネットの利用用途（複数回答） 

 

 
 

 
 
 

 
 

 


